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令和 4 年 3 月

令和 4 年度 令和 13 年度

※複数の駐車場を有する事業にあっては、駐車場ごとの状況が分かるよう記載すること。

１．事業概要

（１）

人

年

㎡ 台

湯浅町駐車場事業経営戦略

団 体 名 ： 湯浅町

事 業 名 ： 駐車場事業

策 定 日 ：

計 画 期 間 ： ～

事　業　形　態

法適（全部適用・一部適用）
非 適 の 区 分

法非適 事 業 開 始 年 月 日 昭和59年4月1日

職 員 数 2 施 設 名 湯浅町営駅前駐車場

種 類 その他 構 造 広場式

立 地 駅 建設後（建替後）の経過年数 0

駐 車 場 使 用 面 積 3,132.53 収 容 台 数 83

営 業 時 間 24時間営業

 ア　民間委託 駐車場システム保守、一時預かり駐車料金の集金

 イ　指定管理者制度 －

 ウ　ＰＰＰ・ＰＦＩ －

民 間 活 用 の 状 況



（２） 料　金　形　態

（３） 現在の経営状況

※近隣駐車場に比較して減免を行っている場合は、その点についても記載すること。

入庫後2時間 無料

入庫後2時間以降1時間ごと 100円

入庫後24時間まで 最大500円

月極 終日 １か月につき　5,000円

料 金 形 態 の 考 え 方
周辺の駐車場料金等から総合的に判断し、料金設定を行っている。
また、「湯浅えき蔵」（図書館や多目的に利用できる会議室等を備えた公共施設）の利用を促進する
ための施策として、一時預かり駐車場の入庫後の無料時間を従来の30分から2時間に変更した。

料 金 改 定 年 月 日
（消費税のみの改定は含まない）

令和3年6月1日

※直近の経営比較分析表（「公営企業に係る「経営比較分析表」の策定及び公表について）（公営企業三課室長通知）による経営比較分析表）を添付すること。

駐車場の再整備に伴い平成30年10月より一時預かりを廃止し月極契約のみとしていたため、料金収入が大きく減少しているが、
駐車場整備の完了に伴い令和3年6月より一時預かりを再開したため、今後は、駐車場収入が増加することを見込んでいる。
また、駐車場の再整備にあたり、これまでの赤字を解消するため、平成30年度、令和元年度の2年に渡って一般会計より繰入を
行った。

利用区分 駐車時間 駐車料金

一時預かり

千円



２．将来の事業環境

（１）

（２）

（３）

（４）

駐車場需要の見通し

駐車場再整備が完了し令和3年6月より一時預かりを再開したため、駐車場利用者の増加を見込んでいる。
また、図書館や多目的に利用できる会議室等を備え、湯浅駅にも直結している「湯浅えき蔵」を整備したことも駐車場の利用客増
加に寄与するものと見込んでいる。

料金収入の見通し

平成30年10月より駐車場再整備に伴い一時預かりを一時廃止していたため、料金収入は大きく減少していた。
令和3年6月より一時預かりを再開したため、料金収入の増加が見込まれるが、以前は入庫後30分無料としていた料金形態を入庫
後2時間無料とするため、以前ほどの料金収入は見込めないものと考えている。
入庫後2時間無料とする料金形態は、「湯浅えき蔵」の利用を促進する町の施策であるため、この1時間30分の無料時間延長に係
る料金相当分を一般会計から繰入れることを予定している。

施設の見通し

再整備が完了したところであり、当面の間、大規模な修繕等は必要ないものと見込んでいるが、駐車場の利用状況を注視し、施設
の規模が適切であるか等の検証が必要である。
また、精算機やゲート等の機器については、適切な保守、定期点検等を実施したうえで長期間使用していく方針であるが、設置後
10年目となる令和12年度に取替を計画している。

組織の見通し

集金業務等の一部業務を委託とし、兼務職員2名体制となっている。
今後も極力経費を抑えるよう、同様の体制で運営する予定である。

千円

年 度 R12 R13 R14 R15 R16 R17 R18 R19 R20 R21 R22

機 器 取 替

舗 装 等 修 繕

費 用 見 込 み
（ 千 円 ）

16,632 9,875 19,958

今後の施設投資等の計画と費用見込み



３．経営の基本方針

４．投資・財政計画（収支計画）

（１） 投資・財政計画（収支計画） ： 別　紙　の　と　お　り

（２） 投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

①　収支計画のうち投資についての説明

②　収支計画のうち財源についての説明

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

①　今後の投資についての考え方・検討状況

①路上駐車の削減等により、道路交通の円滑化を図る。
②通勤、通学、観光等の要所となる駅の利用を支援し、公共交通機関の利用促進を図る。
③公共施設や町内商店等の利用者の利便性を高めるとともに、町内の商業を支援する。

再整備が完了したところであるが、今後長期間施設が利用できるよう、設備等の大規模改修を計画的に実施する。
精算機、発券機、ゲート等の機器について、設置後10年目となる令和12年度に取替えを計画している。

近隣施設である「湯浅えき蔵」の利用を促進する施策として、当駐車場の一時預かり利用料を従来の入庫後30分無料から2時間無
料に変更したため、1時間30分の無料時間延長に係る料金相当分を一般会計から繰入れることとした。

定期的に設備等の点検を行い、不具合の早期発見、早期修繕を徹底することで費用の削減を図る。
固定費についても、削減できる経費がないか定期的に見直しを行う。

（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

※投資・財政計画（収支計画）に反映することができなかった検討中の取組や今後検討予定の取組について、その内容等を記載すること。
　また、 （１）において、純損益（法適用）又は実質収支（法非適用）が計画期間の最終年度で黒字とならず、赤字が発生している場合には、赤字の解消に向けた取組
の方向性、検討体制・スケジュールや必要に応じて経費回収率等の指標に係る目標値を記載すること。

民 間 活 用 安定した経営を図るため、管理業務委託等の検討を行う。

駐車場の配置の適正化 －

投 資 の 平 準 化
定期的に点検を行い、不具合の早期発見、早期修繕を徹底することで費用の削減と平準化に努め
る。また、大規模な改修については、計画的に実施する。

そ の 他 の 取 組 －



②　今後の財源についての考え方・検討状況

③　投資以外の経費についての考え方・検討状況

５．公営企業として実施する必要性など

６．経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

料 金
現段階では料金は適正であると考えているが、社会情勢や近隣駐車場の状況を考慮しながら適切
な料金設定を行う。

利用者増加に向けた取組 利用状況や周辺環境の変化に応じた適切な対応を行う。

企 業 債 －

繰 入 金 入庫後の無料時間を延長したことに係る料金相当額以外の繰入を行う予定はない。

資産の有効活用等による
収 入 増 加 の 取 組

公共の広場や施設が近くにあるという立地条件を生かした土地の有効利用を検討する。

そ の 他 の 取 組 －

委 託 料
現在は、駐車場機器の保守点検及び一時預かり利用料金の集金業務のみ委託しているが、費用対
効果等も勘案し、管理業務委託等の検討を行う。

管 理 運 営 費 管理運営費が過大に増加しないよう、コストの抑制に努め、効率的な運営を行う。

職 員 給 与 費 －

そ の 他 の 取 組 －

事 業 の 意義 、 提 供 す る
サービス自体の必要性

JR湯浅駅や図書館を含む公共施設「湯浅えき蔵」に近接して立地しており、公共交通機関の利用促
進、および公共施設や町内商店等の利用者の利便性を高める機能を有している。

公営企業として実施する
必 要 性

駐車場事業を運営することで、道路交通の円滑化を図るとともに、町民及び湯浅町への来訪者の利
便性を向上させ、町経済の活性化を図る必要がある。

経営戦略の事後検証、
改 定 等 に 関 す る 事 項

毎年決算時に経営戦略の収支計画と実績の乖離を評価・検証し、社会情勢の変化等を踏まえて、
後年に影響が生じると認められる場合において、経営戦略を見直すものとする。



様式第2号（法非適用企業）

投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）
年　　　　　　度 令和2年度 令和3年度

区 分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

1 (A) 766 4,498 5,143 5,143 5,143 5,143 5,143 5,143 5,143 5,143 5,143 5,143

（１） (B) 766 2,342 2,690 2,690 2,690 2,690 2,690 2,690 2,690 2,690 2,690 2,690

ア 766 2,342 2,690 2,690 2,690 2,690 2,690 2,690 2,690 2,690 2,690 2,690

イ (C)

ウ

（２） 2,156 2,453 2,453 2,453 2,453 2,453 2,453 2,453 2,453 2,453 2,453

ア 2,156 2,453 2,453 2,453 2,453 2,453 2,453 2,453 2,453 2,453 2,453

イ

２ (D) 7 2,466 2,407 2,443 2,486 2,538 2,666 2,342 2,431 2,538 2,044 2,903

（１） 7 2,466 2,407 2,443 2,486 2,538 2,666 2,342 2,431 2,538 2,044 2,903

ア

イ 7 2,466 2,407 2,443 2,486 2,538 2,666 2,342 2,431 2,538 2,044 2,903

（２）

ア

イ

３ (E) 759 2,032 2,736 2,700 2,657 2,605 2,477 2,801 2,712 2,605 3,099 2,240

1 (F)

（１）

（２）

（３）

（４）

（５）

（６）

（７）

２ (G) 16,632

（１） 16,632

（２） (H)

（３）

（４）

（５）

３ (I) △ 16,632

(J) 759 2,032 2,736 2,700 2,657 2,605 2,477 2,801 2,712 2,605 △ 13,533 2,240

(K)

(L) 759 2,791 5,527 8,227 10,884 13,489 15,966 18,767 21,479 24,084 10,551

(M)

(N) 759 2,791 5,527 8,227 10,884 13,489 15,966 18,767 21,479 24,084 10,551 12,791

(O)

(P) 759 2,791 5,527 8,227 10,884 13,489 15,966 18,767 21,479 24,084 10,551 12,791

(Q)
(Q)

(B)-(C)
(A)

(D)+(H)

(S) 766 2,342 2,690 2,690 2,690 2,690 2,690 2,690 2,690 2,690 2,690 2,690

（T)

(U)

(V)

(W)

(X)

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度 前々年度 前年度

区 分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

2,156 2,453 2,453 2,453 2,453 2,453 2,453 2,453 2,453 2,453 2,453

2,156 2,453 2,453 2,453 2,453 2,453 2,453 2,453 2,453 2,453 2,453

2,156 2,453 2,453 2,453 2,453 2,453 2,453 2,453 2,453 2,453 2,453

総 収 益

営 業 収 益

料 金 収 入

受 託 工 事 収 益

そ の 他

営 業 外 収 益

他 会 計 繰 入 金

そ の 他

総 費 用

営 業 費 用

職 員 給 与 費

う ち 退 職 手 当

そ の 他

営 業 外 費 用

支 払 利 息

う ち 一 時 借 入 金 利 息

そ の 他

収 支 差 引 (A)-(D)

資 本 的 収 入

地 方 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 補 助 金

他 会 計 借 入 金

固 定 資 産 売 却 代 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

工 事 負 担 金

そ の 他

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

地 方 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 金 返 還 金

他 会 計 へ の 繰 出 金

そ の 他

収 支 差 引 (F)-(G)

収 支 再 差 引 (E)+(I)

積 立 金

前年度からの繰越金

前 年 度 繰 上 充 用 金

形 式 収 支 (J)-(K)+(L)-(M)

翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源

実 質 収 支 黒 字

(N)-(O) 赤 字

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (B)-(C)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

((R)/(S)×100)

健全化法施行令第16条により算定した
資 金 の 不 足 額
健全化法施行規則第６条に規定する
解 消 可 能 資 金 不 足 額
健全化法施行令第17条により算定した
事 業 の 規 模
健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（T）/（V）×100)

他 会 計 借 入 金 残 高

地 方 債 残 高

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金
合 計

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度 令和13年度

赤 字 比 率 （ ×100 ）

収 益 的 収 支 比 率 （ ×100 ） 10,943 182 214 211 207 203 193 220 212 203 252 177

地方財政法施行令第16条第１項により算定し た
資 金 の 不 足 額

(R)

本年度

収
　

益
　

的
　

収
　

支

収
益
的
収
入

収
益
的
支
出

資
　

本
　

的
　

収
　

支

資
本
的
収
入

資
本
的
支
出



グラフ凡例
当該施設値（当該値）

類似施設平均値（平均値）

令和2年度全国平均

和歌山県湯浅町　湯浅町営駅前駐車場

業務名 業種名 事業名 類似施設区分 管理者の情報 立地 周辺駐車場の需給実態調査 駐車場使用面積(㎡)

法非適用 駐車場整備事業 - Ａ３Ｂ１ 非設置 駅 無 2,014 ■

自己資本構成比率(％) 種類 構造 建設後の経過年数(年) 収容台数(台) 一時間当たりの基本料金(円) 指定管理者制度の導入 －

該当数値なし その他駐車場 広場式 36 89 0 無 【】

1. 収益等の状況について

H28 H29 H30 R01 R02 H28 H29 H30 R01 R02 H28 H29 H30 R01 R02

当該値 250.5 260.6 192.7 11,637.5 10,144.5 当該値 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 当該値 79.8 82.0 82.0 21.3 14.6 2. 資産等の状況について
平均値 378.0 477.8 373.2 742.8 385.7 平均値 3.1 6.3 4.0 2.0 9.0 平均値 288.2 287.4 290.4 304.9 224.4

3. 利用の状況について

H28 H29 H30 R01 R02 H28 H29 H30 R01 R02 H28 H29 H30 R01 R02

当該値 0 0 0 0 0 当該値 60.1 61.6 48.1 99.1 99.0 当該値 3,876 4,014 1,706 923 759

平均値 18 21 18 15 405 平均値 34.7 39.6 29.0 32.9 △121.8 平均値 7,123 8,017 8,137 8,005 2,698

全体総括

H28 H29 H30 R01 R02 H28 H29 H30 R01 R02 H28 H29 H30 R01 R02

当該値      当該値      当該値 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

平均値      平均値      平均値 62.8 62.3 87.9 56.3 70.3

経営比較分析表（令和2年度決算）

分析欄

1.収益等の状況 3.利用の状況

2.資産等の状況

⑦敷地の地価(千円)

20,768

⑧設備投資見込額(千円)

0

新駐車場整備に伴い平成30年10月より一時預かり
を休止しているため収益が大幅に減少している
が、駐車場ゲートリースや保守管理等の費用も減
少しているため、収益的収支比率は大幅に改善し
ている。
令和2年度は月極契約者が減少したため、各指標
は前年度よりやや悪化している。

現状、駐車場事業で保有している資産はない。

新駐車場整備に伴い平成30年10月より一時預かり
を休止しているため駐車場の稼働率は大幅に低下
している。
月極契約についても新規の受付は行っていないた
め、令和2年度は契約者が減少し、前年度より駐
車場の稼働率は悪化している。

新駐車場の整備工事を行っているため、駐車場事
業は一時的に縮小している状況である。
次年度は新駐車場の供用開始を予定しており、駅
前という立地の良さを活かして収益の改善と費用
の低減による効率経営を図っていく。
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0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

90.0

100.0

⑩企業債残高対料金収入比率(％)

【183.4】

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

1.2

⑨累積欠損金比率(％)

 

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

1.2

⑥有形固定資産減価償却率(％)
 

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

7.0

8.0

9.0

10.0

②他会計補助金比率(％)
【8.6】

0

50

100

150

200

250

300

350

400

450

③駐車台数一台当たりの他会計補助金額(円)
【2,345】

0.0

50.0

100.0

150.0

200.0

250.0

300.0

350.0

⑪稼働率(％)
【164.2】

△150.0

△100.0

△50.0

0.0

50.0

100.0

150.0

④売上高ＧＯＰ比率(％)
【△65.9】

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

⑤ＥＢＩＴＤＡ(千円)
【3,932】

該当数値なし 該当数値なし


